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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【NO.１】 

がんの医療体制にかかる機器整備事業 
【総事業費】 

73,298 千円 
事業の対象

となる区域 
五島区域、上五島区域、壱岐区域、対馬区域 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 がん診療連携拠点病院がない本県離島部において、的確な診断により

がんによる死亡者数減少を図るとともに、治療・術後管理・検査データ

管理等に伴う医療従事者の負担を軽減するための設備を整備する。 
事業の達成

状況 
・五島区域に高精度モニタが整備され、画像診断の質が向上した 
・上五島区域に肝臓がん治療装置が整備され、病院での手術可能な範囲

が広がった。 
・壱岐区域に内視鏡装置が整備され、検査体制の質が向上した。 
・対馬区域にリンパ節転移検査装置が整備され、手術における摘出範囲

の判定精度が向上した。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
離島を多く抱える本県において、離島地域のがん診療水準を向上させ

ることは重要な課題であり、その改善に寄与した 
 

（２）事業の効率性 
 がん診療の集約化の観点から、本県では離島地域にがん診療離島中核

病院を設けている。当該事業もがん診療離島中核病院の診療体制を整備

することにより、集約化を促進し効率的な執行ができた。  
  

その他 平成２７年度：21,249 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【NO.２】 

がん診療施設設備整備事業 
【総事業費】 

26,938 千円 
事業の対象

となる区域 
長崎区域 

事業の期間 平成２７年８月１日～令和４年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 がん診療施設として必要な設備を整備し、がん診療に係る医療提供体

制の充実を図る。 

事業の達成

状況 
長崎区域を対象として、がん診療に必要な施設設備整備を募集し、要

望があった１医療機関で実施した。本地区では他の補助制度ができたた

め、今後は対象地区を離島地区に変更し、がん診療における医療提供体

制の充実を図る。 
事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
がん診療に必要な設備を整備することで、質の高いがん医療を提供す

る体制の構築に寄与できた。また、令和２年度にがん診療離島中核病院

にシステム機器を導入し、遠隔診断支援ネットワークを構築することに

より、迅速かつ効率的な病理診断支援を実施するための体制整備が行わ

れ、離島の医療体制の強化を図ることにより、地域医療の均てん化の推

進に寄与した。 
（２）事業の効率性 
医療現場からの要望を十分検討したうえで事業を実施しており、効率

的に事業は行われた。令和２年度の設備整備に当たって、入札を実施す

ることにより、コストの低下を図った。 
その他 平成 27 年度： 3,904 千円 平成 30 年度：8,000 千円 

令和 2 年度 ： 1,565 千円 令和 3 年度：12,430 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【NO.３】 

医学的リハビリテーション施設設備整備事業 
【総事業費】 

2,499 千円 
事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 医学的リハビリテーションに係る設備の整備を行い、医療提供体制の

充実を図る。（１箇所整備） 
事業の達成

状況 
 医学的リハビリテーションに係る管理医療機器を整備した。（１箇

所） 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 本事業の実施により、医学的リハビリテーションに係る機器整備が行

われ、医学的なリハビリを必要とする患者への医療提供体制の充実が図

られた。 
  
（２）事業の効率性 
 機器については、対象となる疾患の患者に必要な機能を考慮したもの

を選定し、導入にあたっては入札を実施するなど、効率的な事業の実施

が行われた。  
  

その他 平成２７年度：833 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【NO.４】 

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備 
【総事業費】 
214,026 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～令和７年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

事業の目標 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域にお

いて総合的に確保するため、病床の機能分化、連携を推進するための施

設・設備の整備を行う。 
医療・介護の連携、役割分担の再編を円滑に進めていく為に、長崎・佐

世保医療圏において、機能別の検討会、多職種向けの研修を行う。 
事業の達成

状況 
 どのような制度が病床の機能分化、連携により結びつくのか、情報収

集等を行い、地域医療構想の策定と連携をとりながら、制度の検討を行

った。(Ｈ29 年度会議開催数：12 回) 
 回復期病床に必要な設備を整備した医療機関に補助した（計３箇所） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１） 事業の有効性 
病床の機能分化・連携に合致する施設・設備の整備に対して、本事業

で補助を行うことにより、病床の機能分化・連携の推進が図られる。 
「長崎医療介護人材開発講座」を開催し、医療機関同士の情報交換が行 

われたことにより、地域医療構想実現のためのリーダーとなる人材の育 
成が図られた。 
 
（２）事業の効率性 
 効率的な事業実施に向けて、情報収集や団体の意見聴取などを行い、

制度設計に取り組んだ。 
地域の医療機関が中心となって事業を行うことにより、機能分化・連

携や、在宅医療等に取り組むにあたり、現場で直面している課題につい

てフォーカスすることができている。 
その他 平成 27 年度：     0 千円 平成 28 年度：      0 千円 

平成 29 年度： 9,658 千円 平成 30 年度：      0 千円 

令和元年度 ： 1,940 千円 令和２年度 ： 95,415 千円 

令和３年度 ： 6,291 千円 令和４年度 ： 16,061 千円 

令和５年度 ：42,434 千円  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.５】 
在宅医療導入研修事業 

【総事業費】 
340 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 郡市医師会が主導して、在宅医療に取り組もうとする病院関係者への

「在宅医療導入研修」を実施する。（３回開催） 
 

事業の達成

状況 
研修会の開催 
 県央区域１回、壱岐区域１回 

事業の有効

性・効率性 
 

（１） 事業の有効性 
 多職種が参加する研修会を開催することにより在宅医療体制整備の推

進と医療職と介護職の連携が強化され、在宅医療の普及啓発にもつなげ

ることができた。 
 
（２）事業の効率性 
地域で関係機関が個々に行うのではなく、郡市医師会が主導して効率

的に実施された。 
 

その他 平成２７年度：255 千円 



 44

 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.６】 
かかりつけ医育成のための研修事業及び住民に対する在

宅医療の啓発活動事業 

【総事業費】 
450 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 郡市医師会が主導して、かかりつけ医の普及定着を推進するための医

師に対する研修会（講演会２回）や、住民に対する在宅医療広報活動（講

演会１回やケーブルテレビを使っての啓発）を行う。 

事業の達成

状況 
かかりつけ医育成研修会の開催 
 県央区域２回 

事業の有効

性・効率性 
 

（１） 事業の有効性 
医療関係者に加え、地域住民を対象とした研修を行うことで、在宅医

療の推進及びかかりつけ医の普及定着を促進した。 
 
（２）事業の効率性 
 地域内の各機関等が個別に実施するのではなく、郡市医師会が主導し

効率的な実施が図られた。 

その他 平成２７年度：337 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.７】 
在宅医療における衛生材料等の円滑供給の体制整備 

【総事業費】 
397 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 ・在宅医療における衛生材料・医療材料の供給を円滑に行うため、地域

で使用する衛生材料等の規格・品目統一化等の仕組を構築するための

協議会（医師会、薬剤師会、訪問看護連絡協議会等）を開催する。 
・拠点薬局の選定、供給体制の整備、流通体制の確保・円滑な在庫管理

のためのシステム開発を行う。 
・専門知識を共有するための研修会を開催する。 
・医療従事者や住民等への広報活動を実施する。 

事業の達成

状況 
 在宅医療推進のため、自宅で療養するのに必要かつ十分な医療・衛生

材料を薬局から適切に提供することができるよう、医師会、歯科医師会、

訪問看護連絡協議会、薬剤師会を対象に、在宅で使用する衛生材料等の

規格・品目統一等の仕組みを構築するためのアンケートを実施し、次年

度に向けた体制整備のための協議を行った。 
また、衛生材料について理解を深めるための研修会を開催した。 

事業の有効

性・効率性 
 

（１） 事業の有効性 
 衛生材料等の規格・品目の統一等の仕組みを整えシステムを構築する

ことにより、薬局から適切な衛生材料の提供が図られ薬局の在宅医療へ

の参画が促される。 
（２）事業の効率性 
 長崎地区をモデル地区として本事業に着手し始め、今後他の区域にも

発展させることで効率的な体制の構築に寄与した。 

その他 平成 27 年度：395 千円 平成 28 年度：△130 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.８】 
在宅等医療人材スキルアップ支援事業 

【総事業費】 
2,679 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標  在宅現場等救急医療活動に資する研修及び地域包括ケアシステムに係

る精度管理均てん化等研修を行い、在宅医療に関する人材のスキルアッ

プを図る。 
事業の達成

状況 
・在宅医療従事者への救急医療に関する研修を開催した。（２回） 
・精度管理均てん化にかかる研修を開催した。（１回） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 在宅医療推進のため、在宅医療を担う医療従事者に対し二次救命処置

に係る研修を開催する。 
 また、地域包括ケアシステムの推進のため、臨床検査の精度向上と各

検査施設の均てん化を図るための研修を開催する。 
 
（２）事業の効率性 
 県医師会が開催者となることで、県下全域の医療機関への周知徹底を

行った。また、研修内容については、各分野に精通した講師等を招いた

り、委員会等を開催して内容を精査するなど、効率的な運用を行った。 
 

その他 平成 27 年度：1,100 千円 平成 28 年度：△97 千円 
平成 29 年度：1,276 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.９】 
医療的ケアが必要な在宅障害児等への支援事業 

【総事業費】 
8,337 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～令和３年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 周産期母子医療センター退院後においても、小児が在宅において安心

して療養できる体制を整備することで、早期退院できる環境を確保し、

ＮＩＣＵ病床の負担軽減を図る。 

ＮＩＣＵ病床満床による受け入れ不可能件数 56 件→48 件 
事業の達成

状況 
・周産期母子医療センター及び重症心身障害児施設にコーディネーター

を設置し、退院支援や地域の受け入れ先の確保を図った。 
・症例検討会を開催（12 回）し、多職種による顔の見える関係の構築を

図った。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
在宅において医療的ケアが必要な小児に関わる多職種が参加する症例

検討会を開催することで、連携体制の構築が図られた。 
拠点となる重症心身障害児施設に圏域コーディネーターを設置し、地

域のリーダーとして、環境の整備を推進した。 
（２）事業の効率性 

周産期母子医療センターへの働きかけは医療部門が、重症心身障害児

施設等との連携は障害福祉部門が主となり事業を実施することで、両者

の連携が図られている。 
その他 平成 27 年度：7,984 千円 令和 2 年度：353 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.１０】 
地域内医療（介護）連携人材育成 

【総事業費】 
1,238 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎区域 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 医療・介護の連携、役割分担の再編を円滑に進めていく為に、長崎医

療圏において各施設持ち回りで多職種向けの研修を行う。 
事業の達成

状況 
 地域の医療機関等の「顔の見える関係」を構築し、機能の分化、連携

の推進、在宅医療等の体制整備に関する課題を整理するため、医療機関

や施設の職員が自主的に研修、グループワーク等を実施した。 
事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
「長崎医療介護人材開発講座」を 6 回開催し、649 名が参加し、医療

機関同士の情報交換が図られた。 
 

（２）事業の効率性 
地域の医療機関が中心となって事業を行うことにより、機能分化・連

携や、在宅医療等に取り組むにあたり、現場で直面している課題につい

てフォーカスすることができている。  
  

その他 平成２７年度：928 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１１】 
ながさき地域医療人材支援センター運営事業 

【総事業費】 
62,586 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病

院への医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営に必要な

経費に対する支援を行う 

事業の達成

状況 
離島へき地市町から常勤医師派遣要請に応えた割合（％） 

  目標１００％ 実績１００％ 達成 
 

事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
本事業によって、地域医療の担う医師のキャリア形成支援と一体的に、医

師不足病院等の医師確保の支援を行うことができた。 
 
（２）事業の効率性 
医師の地域偏在を解消し、離島・へき地地域を含め地域医療の安定的な

確保が効率的に行われた。 
 

その他 平成２７年度：62,586 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.１２】 
看護師等養成所運営等事業 

【総事業費】 
153,478 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 看護師等養成所の教育内容の充実を図るため、専任教員経費、部外講

師謝金、教材費等運営に係る経費を補助する（民間立養成所） 
事業の達成

状況 
・民間立養成所における看護師等養成 
 目標５校１０課程 実績５校１０課程 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１） 事業の有効性 
 専任教員経費、部外講師謝金、教材費等運営にかかる経費を補助する

ことにより看護師等養成所の教育内容の充実を図ることができた。 
 
（２）事業の効率性 
 看護師等養成所が健全な運営を通じて、看護職員の計画的・安定的か

つ効率的な供給が行われた。 
 

その他 平成２７年度：153,478 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１３】 
新人看護職員研修事業 

【総事業費】 
34,691 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 新人看護職員の研修体制を確保し、看護の質の向上、安全な医療の確

保、早期離職防止を図る。(１３施設で実施) 

事業の達成

状況 
・事業実施施設数 
 目標１３施設 実績１３施設 
 

事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
 新人看護職員が就職後も臨床研修を受けられる体制整備を支援するこ

とにより、看護の質の向上やより安全な医療の確保を促進した。 
 
（２）事業の効率性 
 新人看護職員の研修体制が整備されることで新人看護職員の効率的な

研修が実施できた。 
 また、単独で研修を実施できない他施設の新人看護職員を受け入れる

研修を支援することで効率的な研修の実施に寄与した。 
 

その他 平成２７年度：8,975 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１４】 
病院内保育所運営事業 

【総事業費】 
150,740 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 子供をもつ看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者の離職防止

及び再就業の促進（１３施設で実施） 
事業の達成

状況 
・事業実施施設数 
 目標１３施設 実績２６施設 
 

事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
 病院内保育所を設置する医療機関に対し、保育士の人件費等運営に係

る経費を補助することにより、子どもをもつ看護職員、女性医師をはじ

めとする医療従事者の離職防止及び再就業を促進した。 
 
（２）事業の効率性 
病院内保育所の運営が継続されることにより、子どもをもつ看護職員

等が安心して働ける環境が維持され、効率的な離職防止及び再就業促進

に寄与した。 
 

その他 平成２７年度：102,037 千円 平成 28 年度：△2,316 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１５】 
看護職員資質向上推進事業 

【総事業費】 
3,947 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 

 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 
事業の目標  専門分野（がん･糖尿病）における質の高い看護師の資質向上を図るた

めの研修会を行う。 

①がん    検討委員会、研修会の実施 ２０名 

②糖尿病   検討委員会、研修会の実施 ２０名 
事業の達成

状況 
①専門分野（がん）における質の高い看護師の育成事業 
検討委員会  目標 ２回  実績２回 
研修参加者数 目標１５名  実績６名 

②専門分野（糖尿病）における質の高い看護師の育成事業 
 検討委員会  目標 ２回  実績２回 
 研修参加者数 目標２０名  実績７名 

事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
がん、糖尿病ともに、県内のがん診療連携拠点病院等の医療機関と連

携して効果的に実施された。実務研修後のアンケート調査によると研修

内容およびその後の実践における活用度は１００％だった。 
 
（２）事業の効率性 
 がん、糖尿病研修は、研修受講コースを複数設けることで内容を充実

させ、過去の研修受講者に対しても、フォローアップ研修を実施した。 
 なお、糖尿病研修においては、糖尿病合併症管理科の要件（糖尿病足

病変に係る適切な研修）満たしている内容であり、事業は効率的に行う

ことができた。 
 

その他 平成２７年度：3,947 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.１６】 
看護職員の就労環境改善事業（看護キャリア支援センター

実施事業） 

【総事業費】 
52,776 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 再就業・離職防止等看護師確保に資する研修会等開催（３地区） 
看護職員の就労環境改善に資する研修会等開催（３地区） 
 

事業の達成

状況 
・再就業・離職防止等看護師確保に資する研修会等開催 
  目標 ３地区  実績 ３地区 
・看護職員の就労環境改善に資する研修会等開催 
  目標 ３地区  実績 ３地区 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 看護職員の安定的な確保を目的に、新人職員や院内の指導的立場の職

員など対象者のキャリアの段階に応じた研修等、看護職員の離職防止、

就業支援及び就労環境改善に資する研修・相談事業を実施し、県内の多

くの看護職員が利用した。 
 
（２）事業の効率性 
 指定管理者制度を導入し、指定管理者と県で協議しながら計画に沿っ

た事業を効率的に実施できた。 
 

その他 平成２７年度：52,776 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１７】 ※ 事業計画取下げ 
看護師等養成所の施設整備 

【総事業費】 
0 千円 

事業の対象

となる区域 
県央区域 
 

事業の期間 平成２８年２月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ □終了 
 

事業の目標 看護師等養成所の老朽化に伴う施設整備（移転及び既存施設の改修） 
 
 

事業の達成

状況 
 
 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

  

 

 

（２）事業の効率性 

  

 

 

その他 事業廃止 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.１８】  
看護師等学校養成所県内就業促進事業 

【総事業費】 
6,198 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 看護師等学校養成所における県内就業の取組を促進することにより、

県内医療機関等における看護職員の確保を図る。（１０校１７課程） 
事業の達成

状況 
新看護職員の県内就業率 目標 65％、実績 69.0％ 
            （H28 に比べ、5.4％増加した） 
県内看護師等学校養成所への経費の補助数実績 7 校 7 課程 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 学校養成所においては、県内施設に就業する先輩看護師との交流等の

取組を行うことで、学生が県内施設への理解等を深め、県内就業への意

欲を高めることに寄与した。 
（２）事業の効率性 
 学校養成所の県内就業促進に係る取組を促進し、効率的に実施できた。 
 

その他 平成２７年度：0 千円   平成２８年度：0 千円 
平成２９年度：6,198 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.１９】 
長崎県病理診断及び病理医育成センター化事業 

【総事業費】 
30,000 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 長崎大学病院に病理診断センターを設置し、４年間で３名の病理専門

医を育成する。 

 
事業の達成

状況 
 研修医６名に対して、病理専門医の監督下で指導を行った。 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 平成２７年度１０月に開設し、平成２９年度３月末現在で、医学部５

年生４名、４年生２名、２年生１名の病理志望者を育成している。 
 平成２９年度に２名の病理専門医が誕生し、病理医の育成に対して有

効であると考えられる。 
 
（２）事業の効率性 
 病理医の養成に対しての専門性を有する長崎大学病院が当センターを

運営することにより、効率的に病理医の育成を行った。 
 

その他 平成２７年度：7,500 千円 平成２８年度：0 千円 
平成２９年度：15,000 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.２０】 
発達障害児地域医療体制整備事業 

【総事業費】 
5,511 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
 

事業の目標 発達障害児の診察が可能な医師を育成するとともに、県内地域医療機

関での新たな発達外来開設等へつなげ、発達障害児の受診機会の拡大を

図る。 
事業の達成

状況 
・長崎大学病院等の小児科医師を県こども医療福祉センター等の専門医

療機関で受入れ、研修を実施した。 
平成 27 年度 小児科医師 ７名、延べ 21 回 
平成 29 年度 小児科医師 ６名、延べ 39 回 

・新たな発達外来を開設する医療機関に対し、診察、訓練等に必要な施

設整備に係る費用を助成した。 
平成 27 年度 施設整備 １件 

 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 発達障害やその疑いのある児は増加しているが、専門の医師や医療機

関が少ない。事業実施により専門医の養成のための研修の実施や新たに

発達外来が開設され、受診機会の拡大に繋がった。 
 
（２）事業の効率性 
 発達障害の診察が可能な医師の養成については、大学病院と連携し実

施することにより研修受講者の確保ができた。また、県医師会等を通じ

て新たな発達外来の開設に対する助成制度の周知を図った。 
 

その他 平成２７年度：2,479 千円 平成２８年度：0 千円 
平成２９年度：883 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２１】 
地域連携児童精神医学講座 

【総事業費】 
42,351 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 

事業の期間 平成２７年１０月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 児童青年期精神医学を専門とする医師の養成を目的に、講義、実地研

修、研究を行う。 養成する医師数 ８名／３年間 
事業の達成

状況 
講義・演習・臨床実習などを通じ、精神科医師等へ教育を行った。 

子どもの診療に関わる他職種への研修システムの構築を行った。 
県内の自動相談所等で児童精神医学関係の研修や相談といった支援を

行った。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 平成２７年度は、平成２８年４月から開始する児童精神を診ることが

できる精神科医養成のための「ネット研修会」システムを構築し、受講

予定者を募集するなど実施へ向けて有効な取り組みができた。 
 県内の児童相談所等で児童精神医学関係の研修や相談といった支援を

行うことにより、職員等の専門性向上のための有効な取り組みができ

た。  

 平成２９年度は、講座受講者５２名のうち、講座等受講回数８回以上

（全１３回）及び症例報告を行うなどの一定の条件をクリアした医師７

名を「子どもの心のサポート医」（長崎県独自）として認定することが

で 
きた。 
（２）事業の効率性 
 「ネット研修会システム」の構築により、同じ場所に一同に会する必

要がないため、効率的な研修が進められる。 
 児童相談所の職員等が児童精神専門医師から、直接、指導・助言が受

けられるため専門性が高い研修となった。 
 

その他 平成２７年度：12,351 千円 平成２８年度：0 千円 
平成２９年度：30,000 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.２２】 
しまの精神医療特別対策事業 

【総事業費】 
20,442 千円 

事業の対象

となる区域 
上五島区域 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 精神科無床地区である上五島医療圏域へ精神科医師を派遣し、地域精

神保健医療対策の充実を図る。 
事業の達成

状況 
精神科医師の派遣 
平成２７年度 受診延べ人数 ５，９６３人 
平成２９年度 受診延べ人数 ６，８９８人 

 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 精神科無床地区へ精神科医師を派遣することにより、医師等の偏在の

解消に寄与することができた。 
 
（２）事業の効率性 
 上五島（離島）の精神科患者が島内で受診することができた。 
 

その他 平成２７年度：8,624 千円  平成２８年度：0 千円 
平成２９年度：11,818 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.２３】 
質の高い看護職員育成支援事業 

【総事業費】 
3,965 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２８年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 看護職員の資質向上及び定着促進、地域医療体制の充実のため、在宅

医療やがん対策等専門性の高い認定看護師の資格取得に対する研修受講

費等に対する支援を行う。 
事業の達成

状況 
認定看護師養成数 
 目標５名  実績６名 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 医療機関に対し認定看護師研修受講経費を補助することで、県内の認

定看護師数が増加し看護師の資質向上、ひいては定着促進に寄与した。 
 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施経費は、入学金、授業料、実習費のみを補助対象として

おり、効率的に実施できた。 
 

その他 平成２７年度：2,140 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.２４】 
大学地域枠医学修学資金貸与事業 

【総事業費】 
118,541 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 地域枠医学生に対して修学資金を貸与することにより、県内の公的医

療機関に勤務する医師の養成を図る 

事業の達成

状況 
 へき地等に勤務する医師を養成するために地域枠医学生へ修学資金の

貸与を行った。 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 １１人の地域枠医学生へ修学資金の貸与を行うことにより、県内の公

的医療機関に勤務する医師の養成に寄与した。 
 
（２）事業の効率性 

当該医学生が将来県内で勤務することが見込まれる。 

その他 平成 27 年度： 6,959 千円 平成 28 年度：66,263 千円 
平成 29 年度：12,047 千円 平成 30 年度：31,063 千円 
令和元年度 ：   374 千円 令和２年度 ： 1,835 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.２５】 
長崎県専門医師確保緊急対策資金貸与事業 

【総事業費】 
45,000 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 研修医に対して研修資金を貸与することにより、県内の公的医療機関

に勤務する専門医師の養成を図る。 

事業の達成

状況 
延べ救急科の研修医３名、小児科の研修医７名、産科の研修医２名に

貸付を行った。 
事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 延べ救急科の研修医３名、小児科の研修医７名、産科の研修医２名に

貸付を行い、不足する診療科の医師の確保に寄与した。 
 
（２）事業の効率性 
 本事業の後期研修医に対する研修資金の貸与により、当該医師が将来

県内で勤務することが見込まれる。 
 

その他 平成２７年度：12,600 千円 平成２８年度：19,800 千円 
平成２９年度：12,600 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.２６】 
医学修学生等実地研修事業 

【総事業費】 
7,093 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 地域枠を含む修学資金を貸与された医学生を対象としたワークショッ

プ等の実地研修を実施する。 

事業の達成

状況 
（夏季研修） 
ワークショップに参加した学生：延べ８６名 
病院見学を行った学生：延べ１３名 
冬季研修に参加した学生：延べ５２名 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 学生の時期に実地研修することで、地域医療への関心を高め将来、離

島で勤務した際に、本事業からのリタイアを防止する。 
 
（２）事業の効率性 
 離島で研修を行うことで、離島医療に対する意欲向上や認識が深まり、

効率的に離島医療に従事する医師を養成できる。 
 

その他 平成２７年度：2,631 千円 平成２８年度：0 千円 
平成２９年度：4,462 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【NO.２７】 

周産期医療の機能分化推進事業 

【総事業費】 
127,329 千円 

事業の対象

となる区域 
長崎県全体 
 

事業の期間 平成３０年４月１日～令和２年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 長崎大学病院（地域周産期母子医療センター）の施設・機器整備を行い、

周産期医療のネットワークを強化して、県内の周産期母子医療センター

と一層の機能分化と医師の適正配置を図ることにより、乳児死亡率と新

生児死亡率を全国平均以下にする。 
乳児死亡率と新生児死亡率を全国平均以下にする（H26 乳児死亡率 1.7 
新生児死亡率 0.8（出生千対））。 

事業の達成

状況 
乳児死亡率と新生児死亡率を全国平均以下にする（H26 乳児死亡率 1.7 
新生児死亡率 0.8（出生千対））。 

全国 R1 実績 乳児死亡率 1.9、新生児死亡率 0.9（出生千対） 
本県 R1 実績 乳児死亡率 2.6、新生児死亡率 1.3（出生千対） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 地域周産期母子医療センターである長崎大学病院への施設・機器整備

を実施することで、NICU 等の病床数の増加に繋がり、国の指針で示さ

れている NICU 病床数の基準を達成することが出来た。 
 
（２）事業の効率性 
 地域周産期母子医療センターである長崎大学病院へ施設・機器整備を

行うことで、総合周産期母子医療センターの指定へと繋がり、県内の周

産期医療従事者の確保等に寄与することができる。 
 

その他 平成 30 年度：5,876 千円 令和元年度：2,929 千円 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.46】長崎県介護施設等整備事業 【総事業費】 

1,695,900 

千円 

事業の対象
となる区域 長崎圏域・佐世保県北圏域・県央圏域・県南圏域 

事業の実施
主体 長崎県 

事業の期間 平成２７年７月中旬～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある
医療・介護ニ
ーズ 

介護を必要とする高齢者やその家族の多様なニーズに応えるため、居宅に

おけるサービス提供体制の整備を含む、介護サービス提供体制の構築。 

アウトカム指標：特別養護老人ホームの待機者のうち、要介護３以上の在

宅待機者数の減（平成２７年４月１日現在１，３７６人） 

事業の内容
（当初計画） 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム       ８ケ所（232 床） 

 認知症高齢者グループホーム        ３ケ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所       ３ケ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  １ケ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所     ４ケ所 

 認知症対応型デイサービスセンター     ３ケ所 

 介護予防拠点               １ケ所 

 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
 ・介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修の整備に対して

支援を行う。 

 

アウトプッ
ト指標（当初
の目標値） 

介護（支援）を要する高齢者は今後も増加すると見込まれることから、

第６期長崎県老人福祉計画及び長崎県介護保険事業支援計画（平成 27～
29 年度）に基づき介護サービスを提供する施設の整備を行う。 
 
・地域密着型特別養護老人ホーム…８ケ所（232 床） 
・認知症高齢者グループホーム…３ケ所 
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・小規模多機能型居宅介護事業所…３ケ所 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所…１ケ所 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所…４ケ所 

・認知症対応型デイサービスセンター…３ケ所 
・介護予防拠点…１ケ所 
 

アウトプッ
ト指標（達成
値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム…８ケ所（232 床） 
・認知症高齢者グループホーム…３ケ所 
・小規模多機能型居宅介護事業所…３ケ所 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所…１ケ所 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所…４ケ所 
・認知症対応型デイサービスセンター…３ケ所 
・介護予防拠点…１ケ所 

事業の有効

性・効率性 
（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設等の整備により介護を必要とする高齢者やそ

の家族の多様なニーズに応えるため、居宅におけるサービス提供体制の整

備を含む、介護サービス提供体制構築に向けた一定の進捗が見られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基本整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.47】介護人材確保対策連携強化事業 【総事業費】 
  5,642 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年７月１日～令和７年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

関係機関・団体との協議会を設置し、地域包括ケアの提供基盤と

なる質の高い福祉・介護人材の安定的な確保及び育成を推進するた

めに、関係機関・団体における個々の取組や一体的な取組の計画・

実施・検証を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 年２回協議会を開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

各年度の協議会開催状況は以下のとおり 

平成 27 年度：3回開催、平成 28 年度：3回開催、 

平成 29 年度：3回開催、令和元年度：2回開催、 

令和 3年度：2回開催、令和 5年度：2回開催 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
介護施設や経営者の代表、介護人材養成団体、社会福祉協議会や公

共職業安定所等の支援機関、その他関係機関の代表により、介護人材

の育成・確保に関する情報共有や課題の把握、必要な取組の検討など、

関係機関・団体等による連携・協働体制の基盤整備が図られた。 
（２）事業の効率性 
介護事業所の経営者や介護に関する有識者、また、支援機関など介

護現場に精通した方を委員に選任したことで、現場の意見を踏まえた

議論が展開され、効率的な協議会運営が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解

促進事業 

事業名 【No.48】イメージアップ事業 【総事業費】 
9,548  千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

介護職についての全体的なイメージアップを図るため、11 月の介

護の日前後に、県民を対象とするフォーラムを開催する。 

フォトコンテストの展示会を県内各地（２１ヶ所）で開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

対象：一般、定員：1,000 名（R1 は 500 名）、回数：１回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

対象：一般、参加者：各年 1,000 名（令和元年度は 471 名）、回数：各

年 1回 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
広く一般県民を対象に、介護技術発表会や介護職員によるプレゼ

ン・トークセッション、フォトコンテストなど介護の魅力等について、

1,000 名の参加者に対しアピールを行い、一定のイメージアップが図

られた。 
（２）事業の効率性 
イベントの実施について、県社会福祉協議会に委託し、老人福祉

施設協議会や介護福祉士養成校、介護福祉士会などによる事業のＰ

Ｒにノウハウを有する関係機関による実行委員会がイベントの企

画・運営を行ったことにより、業務の効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：1,682 千円 平成 28 年度：3,334 千円 

平成 29 年度：4,089 千円 令和元年度：443 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解

促進事業 

事業名 【No.49】基礎講座・高校等進路指導教員等への訪問

事業 
【総事業費】 
11,469 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

小中高生等の若年層及びその保護者などを対象に福祉・介護の仕事

の大切さと魅力を伝えるための基礎講座等を実施し、若い人材の福

祉・介護分野への参入を促進する。   

また、高校等の進路指導、就職指導教員への訪問により、本県にお

ける介護人材の動向や介護に関する理解促進を行い学生の介護分野

への就業促進を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

基礎講座 

 対象：小・中高生・保護者、回数：20 回、参加人数 800 人（40 人×

20 回） 

 高校等訪問数：80 か所 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

基礎講座 

 対象：小・中高生・保護者、回数：72 回、参加人数 5,738 人 

 高校等訪問数：100 か所 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
基礎講座の実施により中・高校生等に対し、介護の仕事の正しい理

解促進が図られ、講座後のアンケートにおいては、半数以上（87.0％）

が、介護について、知りたいと思っていたことを知ることができたと

回答しており、理解促進に一定の成果があった。 
（２）事業の効率性 
これまでに事業実績のある県社会福祉協議会に委託し、基礎講座の

講師に地元の介護職員等を活用したため、現場の実情が伝わり、また、

より身近で親近感を与えたことから、事業効果が高く、また効率化が
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図られた。 

その他 平成 27 年度：3,005 千円 平成 28 年度：3,015 千円 

平成 29 年度：5,449 千円 
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事業の区分 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.50】認知症サポーター活動拠点支援事業 【総事業費】 
657 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症の方を地域や職場で支え合う地域支援体制整備の推進。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整

備（平成２９年度末まで）  

事業の内容

（当初計画） 

  認知症サポーターを対象に、市町単位でさらなる研修を実施し、

認知症高齢者とその家族を温かく見守る理解者から、地域の支援者

となる、認知症サポートリーダーを養成し、傾聴や見守りボランテ

ィア等に協力できる人材の育成を推進することで、認知症および単

身高齢者等への支援強化を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

認知症サポーター活動拠点支援事業実施市町数：２市町 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

認知症サポーター活動拠点支援事業実施市町数：１市町 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
 目標値２市町に対し１市町の実施であったが、事業開始当初の目

標である年３０人養成は、ほぼ達成し、地域での認知症の支援体制の

構築が図られた。 
（２）事業の効率性 
認知症サポーターらの連携が深まり、効率的な普及啓発の推進と

なり、地域での認知症の支援体制の構築が図られた。 

その他 平成 27 年度：657 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護

の職場体験事業 

事業名 【No.52】保護者へのイメージアップ事業 【総事業費】 
2,596 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

就職決定に影響の大きい保護者や教員のイメージを変えるため

に、親子(教員含む）対象の職場体験バスツアーを開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

対象：学生、保護者、教員等 

定員：３０名／回 

回数：６回（県北、県央、県南で各２回） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

対象：学生、保護者、教員等 

参加者数：１,１３１名 

回数：２６回 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
学生の進路選択に影響を持つ保護者や進路指導教員に対し、現場

体験することで理解促進が図られ、就労先としての選択の可能性が

広がり、参入促進に効果があった。 
（２）事業の効率性 
委託先の県社会福祉協議会は、これまでの基礎講座等の事業実施

にあたっての実績を有し、中学や高校等との連携が図られ、事業実施

において効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：882 千円 平成 28 年度：790 千円 

平成 29 年度：924 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

 （小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.53】長崎県介護予防推進フォーラム 【総事業費】 
1,452 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県、長崎県介護予防市町支援委員会、長崎県リハビリテーショ

ン支援センター 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実

態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けら

れ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らして

いくことができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標： 

・地域包括ケアシステムの構築割合…2025 年(令和 7年度)に 100％ 

事業の内容

（当初計画） 

県民が元気なうちから介護予防に関心を持つよう、介護予防の普及

啓発を広く一般県民に行うため、介護予防推進フォーラムを開催す

る。また、介護予防の先駆的な取組を行う自主グループの活動報

告、活動表彰もフォーラムの中で行うことにより、地域活動組織の

育成支援を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

①フォーラム参加者数 ３００名以上/回 

②アンケートによるフォーラムの満足度 ８０％以上 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

①フォーラム参加者数 ５２０名 

②アンケートによるフォーラムの満足度 ９３％ 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
フォーラムの開催により、介護予防に取り組む県民が前年比５％増加

し、県民が住み慣れた地域で介護予防に取り組む体制が構築された。 
（２）事業の効率性 
広く県民を対象としたフォーラムの開催により、県内各地の取り組

みを知ることで、新たな通いの場の形成、既存の通いの場の活動活

性化に寄与した。 

その他 平成 27 年度：513 千円 平成 28 年度：939 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.54】介護職員初任者研修受講支援 【総事業費】 
6,130 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年７月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

職員の人材育成計画等を構築する介護事業所に対し、介護職員初

任者研修に係る代替要員確保経費を一部、助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

事業実施事業所数 ４３０事業所 

アウトプッ

ト指標（達成

地） 

事業実施事業所数 ２５事業所 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
介護事業所等との制度構築についての調整に時間を要し、また制度

の周知が十分でなかったため、制度の利用が進まず、十分な支援につ

ながらなかった。 
（２）事業の効率性 
介護事業所等への人材育成等研修を実施する県社会福祉協議会に

委託し研修の実施と一体的に実施ができ、業務の効率化を図った。 

その他 平成 27 年度：1,650 千円 平成 28 年度：4,480 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.55】マッチング機能強化事業 【総事業費】 
63,129     

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

キャリア支援専門員が、福祉・介護事業所を訪問し、求人の動向に

ついての状況を確認するとともに、求職者ニーズにあわせた職場開

拓を図る。また、人材センターの紹介により、就職した元求職者の

離職を防止し就労継続を支援するため、継続した支援を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

事業所訪問：平成２９年度まで各年 100 か所、平成３１年度年 1,000

か所 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

事業所訪問： 2,230 か所(平成２７年度～平成２９年度、令和元年度) 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
キャリア支援専門員による事業所訪問により、求人動向の把握や雇

用情報の収集、また、求職者のニーズにあわせた職場開拓が図られた。 
（２）事業の効率性 
委託先である県社会福祉協議会は、福祉人材センターとしての実績

やノウハウを有し、また事業所の求人情報について一定の蓄積があ

り、効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：16,551 千円 平成 28 年度：16,152 千円 

平成 29 年度：7,564 千円 令和元年度：22,862 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.56】合同面談会 【総事業費】 
20,749 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員

数…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

少子高齢化の進展、労働人口の減少から長崎県内の社会福祉施

設・事業所における人材確保は困難な状況が続いている。介護分野

への就職機会の拡大、長崎県内の社会福祉施設・事業所等の人材確

保の充実を図るため、人事担当者との個別面談の機会を提供し、効

果的な人材確保と円滑な採用活動を目的に合同面談会を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 3 回（長崎で夏に 1 回、長崎・佐世保で冬に 2 回）開催、参加者

250 名/回(見込み） 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

 １０回（長崎６回、佐世保４回）開催、参加者８００名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
 就職希望者に対し、事業所等の人事担当者との面談の機会を提供

することにより、就職につながり、介護分野への参入が図られた。 
（２）事業の効率性 
委託先である県社会福祉協議会は、事業所の人事担当との人脈を

有し、円滑な事業運営により、効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：5,616 千円 平成 28 年度：6,758 千円  

平成 29 年度：8,375 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.57】就職セミナー・ミニ面談会 【総事業費】 
2,511 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員

数…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

【就職セミナー】介護の仕事への就職希望者を対象に、介護の仕事

に関する講義や現場職員の説明等により職場についての理解を深

め、意欲向上を図るとともに、就職者数の増加を目的に就職セミナ

ー開催する。 

【ミニ面談会】ハローワーク等を会場に、介護の仕事に就職を希望

する方を対象にミニ面談会を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

就職セミナー：2回開催、参加者 100 名（見込み） 

ミニ面談会：1回開催、参加者 30 名（見込み） 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

就職セミナー：８回開催、参加者１６５名 

ミニ面談会：７回開催、参加者９０名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
介護の仕事への就職を希望する方への事業所との面談に機会を提

供することで、就職につながり、介護分野への参入が図られた。 
（２）事業の効率性 
委託先である県社会福祉協議会は、事業実施に実績やノウハウを有

しており、事業運営に効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：593 千円 平成 28 年度：1,277 千円 

平成 29 年度：641 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.58】定着支援研修 【総事業費】 
726 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員

数…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

人材センター・バンクからの紹介により、社会福祉施設・事業所

に採用された就業後間もない職員に対して、基本理念、ストレスへ

の対処と自己管理等に関する研修を行い、必要な知識と職場での適

応に関する研修の企画および実施を行う。参加者同士の意見交換を

行い、仲間づくりの場としても活用する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

採用後 6 月以内の従事者への定着支援、4 回開催、参加人数 15 名/

回 各年 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

採用後 6 月以内の従事者への定着支援、4 回開催（長崎市２回、佐

世保市 2回）、参加人数 181 名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
就労者へのフォローとして、研修を行うことにより、ストレス対策

などの知識の修得や仲間づくりによる、定着の促進が図られた。 
（２）事業の効率性 
委託先である県社会福祉協議会は介護職員への研修実施のノウハ

ウを有しており、講師選定や研修運営など、効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：318 千円 平成 28 年度：227 千円 

平成 29 年度：181 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.59】介護従事者相談窓口設置 【総事業費】 
 

5,018 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員

数…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

介護職員の離職防止を図るため、介護職員が何でも気軽に相談で

きる窓口を設置する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

施設・事業所に従事する者を対象に、電話・窓口での相談対応 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

施設・事業所に従事する者を対象に、電話・窓口での相談対応。 

毎月１回 相談件数 ４１件 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
相談件数は少なかったものの、相談者に対し、離職防止に向けた助

言や情報提供が行われ、定着の促進が図られた。 
（２）事業の効率性 
委託先である県社会福祉協議会から、さらに介護に関する専門性

やノウハウを有する介護福祉士会への再委託により適切な助言･ア

ドバイスがなされ、事業の効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：1,576 千円 平成 28 年度：1,146 千円 

平成 29 年度：2,296 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業 

事業名 【No.60】合同入職式 【総事業費】 
1,905 

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を

見据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の

確保等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員

数…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

介護職は同じ事業所に同期もおらず、また、３年未満の離職率が

高いことから、施設・事業所に就職して１年未満の介護職員を参

集し、合同入職式を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

施設・事業所に就職して 1年未満の介護職員、1回、参加者 300 名

程度（見込み）（平成 27～29 年度まで各年）、100 名（令和元年度） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

施設・事業所に就職して 1年未満の介護職員、1回、 

参加者 405 名（平成２７年度～平成２９年度、令和元年度） 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
合同入職により、先輩等からの言葉を受け、介護職員としての新

たな使命を実感すると同時に、同期としての仲間意識や絆づくりの

ための機会の提供により、意識の醸成や定着に向けた環境づくりが

図られた。 
（２）事業の効率性 
委託先である県社会福祉協議会は、介護事業所等とのパイプや人

脈を有しており、新人職員への周知や参加の呼びかけなど事業実施

において、効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：316 千円 平成 28 年度：494 千円 

平成 29 年度：624 千円 令和元年度：471 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援 

事業 

事業名 【No.61】介護職員等によるたんの吸引等研修事業 【総事業費】 
11,479 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年９月～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見据

えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等

を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

施設・事業所内等の介護職員に対して医療的ケアを実施できる講師

の養成、及び介護職員等に対し、たんの吸引等を実施できる同職員

等を養成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

たんの吸引等が実施できる介護職員を 300 名養成する。 

また、その指導ができる指導者を 50 名養成する。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

たんの吸引等が実施できる介護職員を 359 名養成した。 

また、その指導ができる指導者を 102 名養成した。 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
研修により、359 名の介護職員が基礎研修を終了し、たんの吸引技

術等の修得が図られた。 
（２）事業の効率性 
県内各地からの参加が容易となるよう会場や日程の設定にあたっ

て、希望者全員が参加できるよう配慮を行った。 

 

その他 平成 27 年度：5,450 千円 平成 28 年度：3,552 千円  

平成 29 年度：2,477 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.62】介護職員等定着支援事業 【総事業費】 
22,475 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県（長崎県介護福祉士会に委託） 

事業の期間 平成２７年８月～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標： ２０２５年（令和７年）における県内介護職員

数…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

県内各地区において介護人材の育成・確保に取り組む事業所等を対

象にネットワークを構築し、小規模事業所が連携した合同研修や特

養等での新職員研修の受入れ、またキャリアアップにつながる資質

向上研修への講師派遣、労働・雇用環境改善への専門家派遣等の支

援を行い介護職員等の定着を推進する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

合同研修への参加事業所数 １１０事業所 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

合同研修への参加事業所数 ４２６事業所 

 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
合同研修等を実施し、職員の定着に向けた課題の共有や課題解決

のための取組の検討など職場環境改善等の支援を行うことにより、

介護職員の定着促進に寄与した。 
（２）事業の効率性 
委託先である県介護福祉士会は、介護職員に必要な研修に関する

知見や介護事業所との人脈を有し、円滑な事業運営により、効率化が

図られた。 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：10,290 千円  

平成 29 年度：12,185 千円 
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事業の区分 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.63】介護支援専門員機能訓練資質向上研修事業 【総事業費】 
6,320 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県（長崎県介護支援専門員連絡協議会に委託）長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標： ２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

介護支援専門員の資質向上に資する研修として、リハビリテーショ

ン等の専門的知識向上を図る機能訓練資質向上研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修参加者数：県内各地区合計で 2,300 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修参加者数：県内 13 地区（18 回開催）で 1,251 人 

事業の有効

性・効率性 

（１） 事業の有効性 
県内 13 地区で 18 回（長崎 5 回、佐世保 2 回、島原、雲仙、南島

原、松浦、五島、新上五島、壱岐、対馬、西海、時津、東彼杵）開催

することにより、県内全域においてリハビリテーション等の専門的知

識向上により、自立型ケアプラン策定に向けての資質の向上が図られ

た。 
（２）事業の効率性 
介護支援専門員への支援に関しノウハウや専門性を有する県介護

支援専門員連絡協議会へ委託することにより、研修講師の選定や研修

内容決定など、研修実施において効率化が図られた。 

 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：3,175 千円  

平成 29 年度：3,145 千円 
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事業の区分 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.64】介護支援専門員資質向上のための研修講師

等養成事業 
【総事業費】 

3,563 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

ＮＰＯ法人長崎県介護支援専門員連絡協議会 

事業の期間 平成２７年８月～平成２８年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標： ２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

講師養成研修会の実施 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・平成２８年度から導入される介護支援専門員各種研修の新カリキュ

ラムに対応可能な講師養成数…１４５名 

・「地域同行型実地研修」の同行アドバイザー養成数…１４４名 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・平成２８年度から導入される介護支援専門員各種研修の新カリキュ

ラムに対応可能な講師養成数…１１８名 

・「地域同行型実地研修」の同行アドバイザー養成数…１１０名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
研修会の実施により新カリキュラムに対応可能な講師及び同行ア

ドバイザーの養成が図られた。 
（２）事業の効率性 
介護支援専門員への支援に関しノウハウや専門性を有する県介護

支援専門員連絡協議会へ委託することにより、研修講師の選定や研修

内容決定など、研修実施において効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：3,563 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.66】有資格者への再就労支援 【総事業費】 
3,043 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

潜在介護福祉士の介護分野への再就業が円滑に進むよう、介護サー

ビスの知識や技術などを再認識するための研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

介護福祉士等の有資格者を対象に研修と職場実習を 10 日程度、定員

30 名程度 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

介護福祉士等の有資格者を対象に研修 4日と職場実習を実施し、9人

が研修を受講した。 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
広報不足もあり、参加者が少なかったものの、研修後に就労につな

がったケースがあり、一定の成果が得られた。 
（２）事業の効率性 
介護職員等への研修を実施する県社会福祉協議会に委託を行った

ため、初任者研修の実施機関やその他関係機関との連携が図られ、事

業の効率化が図られた。 

その他 平成 27 年度：1,268 千円 平成 28 年度：1,775 千円 
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事業の区分 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.67】離職介護人材ニーズ把握実態調査事業 【総事業費】 
2,283 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２８年５月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標： ２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

介護事業所を離職した経験のある介護職員等を対象に離職理由や介

護業界で働き続けるために必要な取り組みなどの実態把握のための

ニーズ調査を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・介護福祉士等 700 人への調査 
 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・介護福祉士等 678 人への調査 
 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
 介護分野における有効求人倍率の状況や、介護職員の在職状況等に

ついて調査を行った結果、現在の本県の介護人材の状況について、具

体的な数字の裏づけのある現状把握ができた。また調査結果は各圏域

で設立した地域連絡協議会に提供し、今年度、地域連携支援事業の補

助金を使った事業の計画の基礎資料として活用してもらっている。 
（２）事業の効率性 
 入札により、県内の調査研究事業者に委託をすることにより、効率

的に業務を行うことができた。 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：2,283 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.68】認知症対応型サービス事業管理者等研修

事業 
【総事業費】 

4,313      
千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症患者に対する介護サービス基盤の整備と介護職員への研修

による介護体制整備の推進。 

アウトカム指標：第６，７期計画に則した認知症対応関連サービス

施設の整備 

事業の内容

（当初計画） 

  認知症対応型サービス事業所等の管理者等になることが予定され

る者に対し、認知症介護の理念・知識をはじめ、認知症対応型サー

ビス事業所等を管理・運営していく上で必要な知識・技術の習得を

図り、認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図ることを目的

に以下の研修を行う。 

①認知症対応型サービス事業管理者研修 

②認知症対応型サービス事業開設者研修 

③小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④認知症介護指導者フォローアップ研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・上記①～③の研修修了者総数： 

３７０名（平成２９年度まで各年）、２５０名（平成３０年度）

２５０名（平成３１年度） 

・上記④の研修修了者数：２名 
アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・上記①～③の研修修了者総数：７９８名（平成 27 年度から令和

元年度まで） 

・上記④の研修修了者数：３名 
事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
上記①～③の研修には、７９８名が参加し、理解した人の割合も高

く研修効果は高い。 
研修を通じて、認知症介護現場に必要な人材育成および資質向上

が図られつつある。 
（２）事業の効率性 
研修実施について、専門的知識を有する業者に委託し、効率化を図
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るとともに、研修機会の確保のため離島地域を含む県内３ヶ所で開

催した。 

その他 平成 27 年度：1,147 千円 平成 28 年度：1,097 千円 

平成 29 年度：1,063 千円 令和元年度：986 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.69】認知症サポート医等養成研修事業 【総事業費】 
10,022     

千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症に関する早期診断・治療が行われる医療体制整備の推進。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整

備  
事業の内容

（当初計画） 

  認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医等への支援を行い、地

域包括支援センター等との連携の推進役となる認知症サポート医の

養成及び、その機能強化を図ること、並びにかかりつけ医による認

知症の早期発見と専門医療機関との連携推進を目的に以下の研修を

行う。 

①認知症サポート医養成研修（～H29） 

②かかりつけ医認知症対応力向上研修（H27～H28） 

③かかりつけ医認知症対応力向上フォローアップ研修(H29～) 

④③認知症サポート医等フォローアップ研修 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・上記①の研修修了者数：１８名(H27～H28)、２０名(H29～) 

・上記②の研修修了者数：各年度４０名(H27～H28) 

・上記③の研修修了者数：各年度２００名(H29～) 

・上記④③の研修修了者数：各年度２００名(H27～) 
アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・上記①の研修修了者数：９６名(H27～H29、R 元) 

・上記②の研修修了者数：１６９名(H27～H28) 

・上記③の研修修了者数：４５３名（H29、R 元） 

・上記④の研修修了者数：５４２名(H27～H29、R 元) 

事業の有効

性・効率性 

１）事業の有効性 
上記①～②の研修参加者は、当初の目標値よりも増加しており、認

知症診断の知識・技術の向上につながった。 
（２）事業の効率性 
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研修実施について、専門的知識を有する業者に委託し、効率化を図

るとともに、②および③については、受講機会確保のため県内４ヶ

所で開催した。 

その他 平成 27 年度：2,992 千円 平成 28 年度：2,992 千円 

平成 29 年度：2,287 千円 令和元年度：1,751 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.70】病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上 
研修事業 

【総事業費】 
1,597 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

認知症に関する早期診断・治療が行われる医療体制整備の推進。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整備

（平成２９年度末まで） 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

  病院勤務の医師、看護師等の医療従事者に対し、認知症の人や家族

を支えるために必要な基本知識や、医療と介護の連携の重要性、認知

症ケアの原則等の知識について修得するための研修を実施することに

より、病院での認知症の人の手術や処置等の適切な実施の確保を図

る。 

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修修了者数：６００名 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修修了者数：５５２名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
本研修には５５２名が参加し、理解した人の割合は８３％と研修効果

は高い。 
研修を通じて認知症医療現場に必要な人材育成および資質向上が図

られつつある。 
（２）事業の効率性 
研修機会を確保するため、県内各地の８箇所の病院に講師を直接派遣

して研修を行った。 
 

その他 平成 27 年度：647 千円 平成 28 年度：950 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.71】認知症初期集中支援チーム員研修事業 【総事業費】 
2,320 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症の方を地域や職場で支え合う地域支援体制整備の推進。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整

備（平成２９年度末まで） 

事業の内容

（当初計画） 

  早期に認知症の鑑別診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等

が受けられる初期の対応体制が構築されるよう各市町に設置され

る、認知症初期集中支援チーム員に対し、必要な専門的知識や技術

の習得を図るために認知症初期集中支援チーム員研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

認知症初期集中支援チーム員研修修了者数：２７名 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

認知症初期集中支援チーム員研修修了者数 

(H27：10 名,H28：24 名, H29：24 名)  

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
本研修には、平成２９年度は２４名、１６自治体が参加し、初期集

中支援チームの配置につながった。 
認知症初期対応体制の構築に向け、必要な人材育成および資質向上

が図られつつある。 
（２）事業の効率性 
専門性を有する指定研修機関で研修を実施することで効率良く修

了者の成果に結びついている。 

その他 平成 27 年度：400 千円 平成 28 年度：960 千円  

平成 29 年度：960 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.72】認知症介護基礎研修事業 【総事業費】 
1,580 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見据

えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等

を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

認知症介護の実践に最低限必要な、認知症の病態・症状に関する基

礎知識や技術を有し、かつ認知症の人を理解し具体的なサービス提

供ができることを目的に、認知症介護実践者研修の前段階研修とし

て国が位置付ける認知症介護基礎研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

（成果指標）「研修理解度（％）」 Ｈ29：80 

（活動指標）「研修受講者数（箇所）」 Ｈ28：120 Ｈ29：120  

Ｈ30：120 
アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修修了者総数：５７２名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
認知症介護実践に最低限必要な、認知症の病態・病状に関する基礎

知識や技術を有し、かつ認知症の人を理解し具体的なサービスが提供

できる人材の育成を図ることができる。 

（２）事業の効率性 
本研修の開催により、認知症介護のキャリアに応じた研修を受講す

ることが可能となり、離島地域を含む県内３会場で開催したことによ

り、受講者の増加へと繋がった。 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：864 千円  

平成 29 年度：716 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.73】認知症地域支援推進員研修事業 【総事業費】 
200 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症の方を地域や職場で支え合う地域支援体制整備の推進。 

アウトカム指標：県内全ての市町における認知症地域支援体制の整

備（平成２９年度末まで） 

事業の内容

（当初計画） 

市町において医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐ

コーディネーターとしての役割を担う認知症地域支援推進員（以

下、推進員）を対象に、推進員の資質向上並びにネットワークの構

築を目的に研修を実施し、市町における認知症地域支援体制の充実

を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

研修受講者数：２２名 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修受講者数：３８名 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
 平成２８年度末現在、１２市町で認知症地域支援推進員が配置され

ており、研修の実施により、市町の認知症地域支援体制の充実を図る

ことができた。 
（２）事業の効率性 
県内で認知症施策を実施したことにより、受講者の増加につながっ

た。 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：200 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.74】地域包括ケアシステム構築支援事業 【総事業費】 
8,952 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実

態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けら

れ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らして

いくことができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムの構築割合…2025 年度(令和７年度)に 100％ 

事業の内容

（当初計画） 

地域包括ケアシステムを構築するための市町の取組みを支援するた

め長崎県地域包括ケアシステム構築支援委員会を開催するととも

に、医療・介護関係者の「顔の見える関係」づくりを推進するため

の研修会等を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

在宅医療・介護連携推進事業に取組む市町数 ２１市町（県内全市

町） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

在宅医療・介護連携推進事業に取組む市町数 ２１市町（県内全市

町） 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
 地域包括ケアシステムの構築に向けて、個別課題の解決や地域課題

の発見、地域のネットワークづくりのための手法である地域ケア会議

の体制づくりを支援するとともに、地域包括支援センター職員への研

修等を実施した。 
（２）事業の効率性 
地域包括ケアシステム構築委員会において、地域ケア会議ガイドブ

ックを作成したことにより、市町の地域ケア会議の向上が図られた。 

その他 平成 27 年度：2,567 千円 平成 28 年度：6,385 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.75】生活支援コーディネーター養成研修事業 【総事業費】 
2,743 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実

態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けら

れ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らして

いくことができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標： 

県内全ての市町における生活支援体制の整備（平成２９年度末ま

で） 

事業の内容

（当初計画） 

生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネ

ート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす「生

活支援コーディネーター」の役割等の理解とその後の実践のため、

生活支援コーディネーター及び生活支援コーディネーター（ボラン

ティア等）候補者を対象に研修を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・養成研修開催地区数：６地区・養成研修受講市町数：２１市町 

・養成したコーディネーター数：１１７ 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・養成研修開催地区数：４地区・養成研修受講市町数：２１市町 

・養成したコーディネーター数：１４ 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
生活支援コーディネーターを配置することで、多様な生活支援・介

護予防などのサービス提供が可能となり、高齢者が地域で安心して生

活出来る体制整備が進んだ。 
（２）事業の効率性 
 養成研修を通して、生活支援コーディネーターの重要性や効果など

を幅広く周知することが出来た。 

その他 平成 27 年度：1,634 千円 平成 28 年度：1,109 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 【No.76】長崎県地域づくりによる介護予防推進支

援事業 
【総事業費】 
1,050 千円 

事業の対象と

なる区域 
県全体 

事業の実施主体 長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

県内における住民主体の通いの場は、平成 26 年度末時点で 1099

グループ（高齢者参加率 4.8%）あるが、国が提唱する週 1回以

上・身体機能改善が見込めかつ要支援者レベルでも行える体操を

実施しているグループはほとんどない状況。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムの構築割合・・2025 年度(令和 7年度)100％ 

事 業 の 内 容

（当初計画） 

① 現地支援 
アドバイザー及び県担当者が現場に出向き、立ち上げ支援にかかる

戦略策定を行う。（地域診断、戦略策定会議） 
② 事業報告会の開催（年 1 回） 
年度内に実施した市町が県内関係者向けに成果を報告し、情報交

換をする場を設定。 

アウトプット

指標 

①住民主体の通いの場への高齢者の参加率 10％ 
②住民主体の通いの場立ち上げに取り組む市町数 ２１市町 

アウトプット

指標（達成値） 

住民主体の通いの場の設置、活動の活性化を通して介護予防の取

組が推進し、地域包括ケアシステムの一つの要素である介護予防

体操の構築につなげることができる。 
事 業 の 有 効

性・効率性 

（１） 事業の有効性 
地域の現状把握、課題をもとに、市町、地域包括支援センター、

社会福祉協議会、ＮＰＯ団体、地域リハビリテーション広域支援

センター等とともに事業に取り組むことで、市町の実情に応じた

事業展開が可能となっている。 
（２）事業の効率性 
研修会等の開催により、住民、従事者へ市町の高齢化の現状、通

いの場の必要性等の情報提供を行うことで、住民の主体的な通い

の場づくりの展開に繋がっており、事業効果を上げることができ

ている。 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：638 千円  

平成 29 年度：412 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.77】地域助け合いづくり事業 
（地域こまらん隊養成） 

【総事業費】 
2,200 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実態

に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けられ、

できる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らしていく

ことができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築割合 

平成２９年度１０％、平成３０年度２０％、 

平成３１年度４０％ 

事業の内容

（当初計画） 

元気な高齢者等による自治会レベルでの生活支援体制、地域助け合

いづくりを推進するための研修及び地域で活躍する高齢者の表彰制

度を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・地域こまらん隊結成地区数：２地区（H29 年まで） 

・研修会実施数：年２４回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・地域こまらん隊結成地区数：５地区（H29 年まで） 

・研修会実施数：年１０回 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
 生活支援を必要とする方々に対する助け合いの地域づくりを進め

るため、自治会等の団体・組織に対し、研修会等の支援を行い、元気

高齢者などによる助け合いの仕組みづくりを構築する。 
（２）事業の効率性 
地域で研修会を開催することで、地域での助け合い活動の必要性や

重要性などを、地域住民に対して周知することが出来た。 

その他 平成 27 年度：0千円 平成 28 年度：2,095 千円  

平成 29 年度：105 千円 
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事 業 の 区

分 

５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.78】高齢者権利擁護等推進事業  【総事業費】 
7,653   

千円 

事 業 の 対

象 と な る

区域 

県全体 

事 業 の 実

施主体 

長崎県 

事 業 の 期

間 

平成２７年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背 景 に あ

る医療・介

護ニーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実態

に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けられ、で

きる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らしていくこと

ができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標： 

県民が安心して利用できる成年後見制度として、申し立て件数年間

２５０件を目指す。 

（過去３ヵ年の実績：平成２５年度…２４９件、平成２６年度…２７

２件、平成２７年度…２３１件） 

事 業 の 内

容（当初計

画） 

 成年後見制度の利用に至る前から成年後見制度の利用までの支援が

一体的に確保されるよう、権利擁護の人材育成及び成年後見制度の普

及啓発を図る。 

１ 成年後見実務研修（社協、地域包括支援センター、施設職員等を

対象） 

２ 専門的育成支援事業（市町社協の成年後見に関する事業に対し

て、専門家派遣による助言や研修会への講師派遣等による支援） 

３ 関係機関連絡会議 

４ 成年後見制度利用推進連絡会議 

５ 成年後見制度相談対応マニュアル作成 

ア ウ ト プ

ッ ト 指 標

（ 当 初 の

目標値） 

１ 成年後見実務研修 年２回 

２ 相談に応じて随時派遣 

３ 関係機関連絡会議（年２回） 

４ 成年後見制度利用推進連絡会議（年１回） 

５ 相談対応窓口職員用マニュアル、市町村長申立マニュアル作成 

６ 市民後見人養成、法人後見推進 
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ア ウ ト プ

ッ ト 指 標

（達成値） 

１ 成年後見実務研修 年２回、 

  平成 27 年度 207 名参加  平成 28 年度 225 名参加 

平成 29 年度 174 名参加 

２ 相談に応じて随時派遣 

３ 関係機関連絡会議（年２回） 

４ 成年後見制度利用推進連絡会議（年１２回） 

５ 市町村長申立マニュアル作成 

６ 市民後見人養成研修、法人後見研修実施 

事 業 の 有

効性・効率

性 

（１）事業の有効性 
受講対象者を行政、社会福祉協議会、包括支援センター職員に加え、

施設職員にも広げたことで成年後見についての理解を広められた。 
（２）事業の効率性 
成年後見制度相談対応マニュアルの作成により、成年後見制度の普及

啓発が図られた。 

その他 平成 27 年度：1,790 千円 平成 28 年度：1,207 千円 

平成 29 年度：1,207 千円 令和元年度：3,449 千円 

 
  



 102 

 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.79】日常生活自立支援事業生活支援員養成研修 【総事業費】 
1,031 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県社会福祉協議会 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実

態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けら

れ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らして

いくことができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標： 

地域包括ケアシステムの構築割合…令和７年度に１００％ 

事業の内容

（当初計画） 

生活支援員の養成研修を実施し、認知症高齢者等に対して、福祉サ

ービスの利用援助や日常生活上の金銭管理等の支援から成年後見制

度の利用にいたるまでの支援が、切れ目なく、一体的に確保される

よう権利擁護に関する人材の育成を推進する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

生活支援員養成研修（年２回開催 参加者１８０名） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

生活支援員養成研修（参加者計１５４名） 

Ｈ27 年度 参加者 72 名（新規生活支援員 15 名） 

Ｈ28 年度 参加者 47 名（新規生活支援員 13 名） 

Ｈ29 年度 参加者 35 名（新規生活支援員 15 名） 
事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
年々増加していく日常生活自立支援事業利用に対応していくため、

生活支援員を養成し、判断能力が不十分な方が地域で出来る限り自立

した生活が送れるような体制の構築を図っている。 
（２）事業の効率性 
日常生活自立支援事業を実施している県社会福祉協議会に委託す

ることにより事業の効率化を図っている。 

その他 平成 27 年度：343 千円 平成 28 年度：344 千円  

平成 29 年度：344 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）介護予防の推進に資するＯＴ，ＰＴ，ＳＴ指導者育成

事業 

事業名 【No.80】 
地域リハビリテーション活動支援体制整備総合事業 

【総事業費】 
45,649 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県、長崎県リハビリテーション支援センター、各圏域地域リハ

ビリテーション広域支援センター 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者がいくつになっても、一人ひとりの健康の状況や生活の実

態に応じて、医療・介護などの切れ目のない必要な支援が受けら

れ、できる限り住み慣れた地域で人生の最後まで安心して暮らして

いくことができる地域づくりを目指す。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築割合 

…令和 7年度に１００％ 

事業の内容

（当初計画） 

○地域リハビリテーション活動広域支援事業 

高齢者等の様々な状態に応じたリハビリテーションが適切かつ円滑

に提供できる体制の整備を図り、保健・医療・福祉のネットワーク

を推進する。 

○地域包括ケアに資する地域リハビリテーション専門職認定研修事

業 

地域でのリハビリテーション活動をさらに推進するため、理学療法

士等の専門職を対象に市町事業へ参画するための教育研修を実施す

る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○地域リハビリテーション活動広域支援事業 

 ・研修会の参加者数：４，０００人 

 ・現地指導の養成者数：２，７００人 

 ・研修会が役に立ったと感じた割合：８０％ 

○地域包括ケアに資する地域リハビリテーション専門職認定研修事

業 

 ・研修修了認定者数：１３８人 

 ・研修実施回数：２回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○地域リハビリテーション活動広域支援事業 

 ・研修会の参加者数：３，９１９人 

 ・現地指導の養成者数： ３，４１１人 
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 ・研修会が役に立ったと感じた割合：９２％ 

 

○地域包括ケアに資する地域リハビリテーション専門職認定研修事

業 

 ・研修修了認定者数：１３９人 

 ・研修実施回数：４回 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域の課題解決に向け、県立保健所と地域リハビリテーション広域

支援センターがともに事業に取り組むことで、圏域のニーズに応じた

事業展開が可能となっている。 

（２）事業の効率性 
従事者への研修、リハ技術の提供、地域課題の解消に向けた検討を

行う協議会の開催等により、事業効果を上げることができている。 

その他 平成 27 年度：15,678 千円 平成 28 年度：15,399 千円  

平成 29 年度：14,572 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.81】経営力改善事業 【総事業費】 
9,237 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 
長崎県 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見

据えて、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保

等を目指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

学生等に就職先の１つとして選択してもらうためには業界として

経営力を高めていく必要があることから、介護事業所経営者を対象

に経営に関する意識改革や経営戦略などをテーマにしたセミナーを

開催。また、上記セミナーに参加したうち意欲のある事業所に経営

コンサルティングを実施、経営診断、経営改善計画の作成などを実

施し、その結果を他の事業所を対象に事例発表し、改善の取り組み

を広げていく。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

○ 経営力改善セミナー：介護事業所経営者３０名程度を対象に、３

回実施。 

○ 経営力改善支援：上記セミナー参加者のうち、４事業所程度に経

営コンサル経費を４回程度支援、コンサルによる改善事例の発表を

１回開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

○ 経営力改善セミナー：３回実施、参加者４４名 

○ 経営力改善支援：上記セミナー参加者のうち、２事業所に経営コ

ンサル経費を４回支援、コンサルによる改善事例の発表を１回開催 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
経営コンサルによる業務改善や経営改善が図られ、またコンサル後

に事例発表会を実施することで、改善の手順等について理解が図ら

れ、経営改善についての意識啓発、知識修得が図られた。 
（２）事業の効率性 
介護事業所等への研修を主催する県社会福祉協議会への委託によ

り、事業所への周知など他の事業による事業所への周知との連携によ

り、事業実施において効率化が図られた。 
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その他 平成 27 年度：5,000 千円 平成 28 年度：4,237 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.82】雇用管理改善促進事業 【総事業費】 
1,964 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 

事業の実施

主体 

長崎県 

事業の期間 平成２７年８月１日～平成２９年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年を見据え

て、地域包括ケアシステム構築の実現を支える介護人材の確保等を目

指す。 

アウトカム指標：２０２５年（令和７年）における県内介護職員数 

…３２，１２２人 

事業の内容

（当初計画） 

管理者に対し、介護職員が安心して働き続け、良質な介護サービス

を提供するための経営力の改善や職場環境整備の必要性についての啓

発や環境改善に向けた取組み事例の紹介、労働関係法規や各種支援制

度の理解促進のための説明会を開催する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

説明会への参加事業所数 ８地区で４８８事業所 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

説明会への参加事業所数 ８地区で１１５事業所 

 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
県内８地区での１１５事業所に対し、労働・雇用環境の改善の必要

性や改善手法、支援制度等について説明を行い、雇用管理改善に向け

た理解促進が図られた。 
（２）事業の効率性 
県内各地区に講師を派遣し実施することで、県内全域において雇用

管理改善に向け啓発を図ることができた。 

その他 平成 27 年度：1,499 千円 平成 28 年度：465 千円 

 
 


